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はじめに

近年、人口減少及び少子化により児童生徒数が減少し、児童生徒を取り巻く環境が

変化する中、学校の小規模化が進んでいます。相生市もその例外ではなく、兵庫県の

「学級編成基準」に照らすと２学年を一つにする複式学級を有する小学校が存在する

状況となっています。

このような中、令和３年６月３０日に相生市教育委員会から、今後の相生市におけ

る小中学校の適正規模・適正配置に関する指針となる「第２次相生市立小中学校適正

配置計画の策定について」の諮問を受けました。

本審議会では、相生市の現状と課題を踏まえ、国の示す「公立小学校・中学校の適

正規模・適正配置等に関する手引」、相生市の学校規模の現状と将来予測、令和４年６

月に市内小中学校の児童生徒・未就学児童の保護者を対象に実施した「相生市立小中

学校の適正規模・適正配置に関するアンケート」の回答結果等を基に、合計５回にわ

たり精力的に審議を重ね、ここに答申をまとめるに至りました。

全国的に児童生徒数の減少が著しい中、相生市においては、平成２３年度から取り

組んできた子育て教育支援施策により、近隣他市町に見られるような児童生徒数の急

激な減少には至っておりません。しかし、校区による偏在が生じ、いくつかの小中学

校では小規模化が進んでいます。小規模校では、地域とのつながりを活かした教育活

動、複式学級の解消やＩＣＴの活用、学校間での交流事業を行うなど、教育委員会と

各学校が様々な取り組みを行い、保護者・地域の理解と協力を得ながら教育機会の均

等が図られています。しかしながら、学校の小規模化が更に進むと、一部の学校では、

学校の適正規模・適正配置についての議論が必要となります。

小中学校の適正規模・適正配置を検討する上では、学校は地域の核であり、地域と

連携しながら子どもたちの教育活動を充実させてきた歴史があることを忘れてはな

りません。そのことから、学校の在り方については、児童生徒数の推移により行政主

導で画一的に決定するのではなく、保護者や地域住民が主体となって、学校と地域の

歴史的背景や結びつきを踏まえ、それぞれの地域における学校の在り方を検討し、地

域の合意の下、進めるべきとの結論に至りました。行政の関与は抑制的であるべきで

すが、協議を始めるにあたっては、一定の基準を設け、保護者や地域住民に十分な説

明を行う必要があります。このように保護者と地域住民が協議を行いながら、地域の

合意の下、これからの学校をつくっていくための基本的な取り組み方針として取りま

とめたものが本答申です。

本答申を基に、相生市の将来を担う子どもたちの教育環境の整備に向けて、子ども

たちの利益を第一に考え、地域住民や関係団体、保護者や教職員の理解と協力を得な

がら、第２次相生市立小中学校適正配置計画が推進されることを強く希望します。

相生市学校教育審議会
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１ 計画の策定について

（１）背景と趣旨

本市の年少人口の減少幅は、県下の市町に比べ緩やかではあるものの、校区に

よって児童生徒数に偏りが生じていることから、教育効果に偏りが生じないよう

適切な学校運営を行う必要があります。そこで、子どもたちにとってより良い教

育環境を創出するため、新たに「第２次相生市立小中学校適正配置計画」を策定

するものです。

（２）これまでの取組

平成２２年に策定した相生市立小中学校適正配置計画では、平成２５年度を目

標に矢野小学校を若狭野小学校へ統合、平成２６年度以降の状況判断により相生

小学校を那波小学校へ統合、平成３３年度以降に矢野川中学校を那波中学校に統

合するとしていました。

矢野小学校と若狭野小学校の統合については、両校区ＰＴＡが合意をし、さら

に両地区連合自治会が合意書を交わして合意に至りましたが、矢野町の住民有志

による校名の再協議を求める意見書が提出され、凍結となりました。

また、相生小学校と那波小学校の統合については、相生地区の住民から統合に

反対する声が強く出され、「保護者及び地域住民の合意を得ながら推進する」と

いう前提が成り立たないことから、凍結となりました。

これらのことから、計画は平成２４年１２月７日に凍結となっています。

凍結後の当該小学校においては、「相生方式」として、合同授業、小中連携、教

員の加配など小規模校のメリットを活かす教育活動を行っています。

なお、矢野川中学校を那波中学校へ統合することについては、平成３３年度（令

和３年度）に生徒数が５０人になることを前提に平成３３年度（令和３年度）以

降の統合としていましたが、令和４年度の時点で６０人となっています。

（３）計画の位置付け

本計画は、第６次相生市総合計画及び第２次相生市教育振興基本計画に基づい

た計画とします。これにより、凍結となっている「第１次相生市立小中学校適正

配置計画」については、廃止とします。

（４）計画期間

本計画の期間は、令和５年度から令和１４年度までの１０年間とします。

ただし、国及び兵庫県の適正規模・適正配置に関する動向、地域の実情、社会

状況の変化等により、計画の見直しが必要と判断した場合は、適宜見直しを図り

ます。

2



（５）計画の進め方

計画の推進に当たっては、保護者や地域住民と十分な合意形成を図りながら進

めていきます。

２ 相生市立小中学校の現状と課題

（１）人口の推移

本市の総人口は、昭和５０年頃から減少を続け、令和２年の国勢調査では

２８,３５５人となっています。この減少傾向は、今後も続くと見込まれており、

令和３７年には２２,１４５人となる見込みです。

また、１４歳以下の年少人口についても昭和５０年の１０,５９０人から令和

３７年には３,２１３人となる見込みです。

（２）児童生徒数の推移

児童生徒数は、昭和５７年度の６，３８３人をピークに減少を続け、令和４年

度では１,９９９人となり、ピーク時と比較すると約３１％減少しています。平

成２３年度の「子育て応援都市宣言」による諸施策により減少は抑えられている

ものの令和９年には１,８２５人まで減少すると推計されます。

一方、学校数については、小学校、中学校ともに、大幅な減少はなく、全体的

に小規模化が進んでいる傾向にあります。
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【学校ごとの児童生徒数推移】

※令和５年度以降は、推計値

（３）小中学校の規模

小中学校の規模は、令和４年度において、小学校では６学級から１８学級、中

学校では３学級から１２学級であり、学校間で大きな開きがあります。特に小学

校においては、既に３校に複式学級の対象になる学年が発生しており、市独自の

教員の加配等で対応している状況にあります。

今後も小中学校ともに、児童生徒数の減少は進むと推計されていることから、

それに伴い、更に学級数が減少することが見込まれます。

（４）小中学校の配置

小中学校は、家から小学校がおおむね４ｋｍ、中学校がおおむね６ｋｍ圏内に

配置されています。通学手段としては、小学校は徒歩、中学校は徒歩又は自転車

を基本としています。

なお、相生小学校、矢野小学校及び那波中学校においては、バスやタクシーを

利用して通学している児童生徒もいます。

H21 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

相生小学校 82 31 32 30 30 25 26 21

那波小学校 98 150 154 162 163 156 163 145

双葉小学校 419 540 524 514 520 502 477 458

若狭野小学校 164 69 61 53 42 44 39 38

矢野小学校 70 41 38 38 38 35 32 25

青葉台小学校 345 235 224 204 214 200 193 196

中央小学校 355 313 307 296 291 281 276 266

合 計 1,533 1,379 1,340 1,297 1,298 1,243 1,206 1,149

那波中学校 283 225 215 214 205 216 200 211

双葉中学校 415 378 384 400 423 429 433 414

矢野川中学校 138 58 60 62 58 54 50 51

合 計 836 661 659 676 686 699 683 676
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（５）学校施設の老朽化

本市では、小学校７校と中学校３校の計１０校を保有しています。これらの学

校施設については、必要な耐震化工事等は完了していますが、全ての学校が建築

後３０年以上経過しており、その中でも６０年以上を経過した施設が４校あるな

ど、施設の老朽化対策が喫緊の課題となっています。

３ 望ましい適正規模・適正配置

（１）国の示す標準的な学級数

国においては、法令及び平成２７年１月に定めた「公立小学校・中学校の適正

規模・適正配置等に関する手引」（以下「法令等」という。）において、標準的な

学級数（特別支援学級は含まない。）を次のように示しています。

【法令等】

○ 学校教育法施行規則第４１条（中学校は準用）

小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、地域

の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

○ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条

適正な学校規模の条件は、学級数が小学校及び中学校にあってはおおむね

１２学級から１８学級までであること。さらに５学級以下の学級数の学校と適

正な規模の学校とを統合する場合においては、２４学級までであること。

○ 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引

小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級以上

（６学級以上）であることが必要であり、全学年でクラス替えを可能としたり、

学習活動の特質に応じて学級を超えた集団を編成したり、同学年に複数教員を

配置するためには１学年２学級以上（１２学級以上）あることが望ましい。

中学校では、全学年でクラス替えを可能としたり、学級を超えた集団編成を

可能としたり、同学年に複数教員を配置するためには、少なくとも１学年２学

級以上(６学級以上）が必要となり、免許外指導をなくしたり、全ての授業で教

科担任による学習指導を行ったりするためには、少なくとも９学級以上を確保

することが望ましい。

ただし、学校が地域コミュニティの存続に決定的な役割を果たしている等、

様々な地域事情を考慮し、手引の内容を機械的に適用することは適当でなく、

検討の参考資料とする。
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（２）兵庫県学級編制基準

兵庫県では、学級編成基準及び教職員定員配当方針により、小学校第１学年で

３５人、小学校第２学年から第６学年まで及び中学校第１学年から第３学年まで

で４０人を学級編成基準としているが、兵庫型学習システムの導入により、小学

校第２学年から第４学年は３５人学級編成となっています。

また、複式学級の編成基準は、小学校においては２つの学年の児童数の合計が

１４人以下、第１学年を含む場合は８人以下となっています。中学校においては、

複式学級の編成基準の設定はありません。

【兵庫県学級編制基準】

（３）新学習指導要領

新学習指導要領では、互いの考えを伝えるなどしてグループや学級全体で話し

合うような言語活動を通して指導することや、グループワークなどの学習形態に

ついて適宜工夫することなどが示されています。

（４）国の示す通学距離・通学時間の目安

国においては、法令等において、通学距離・通学時間の一定の目安を次のよう

に示しています。

【法令等】

項目
小学校

中学校
第１学年 第２～６学年

単式学級 ３５人 ４０人

複式学級 １４人（第１学年を含む場合は８人） ―

特別支援学級 ８人

○ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条

適正な学校規模の条件は、通学距離が小学校にあってはおおむね４ｋｍ以

内、中学校にあってはおおむね６ｋｍ以内であること。

○ 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引

徒歩や自転車による通学距離としては、小学校で４ｋｍ以内、中学校で６

ｋｍ以内という基準はおおよその目安として妥当であり、通学時間について

は、適切な通学手段を確保することで、おおむね１時間以内をおおよその目安

とすることが適当である。※通学距離とストレスとの関係を調べた文部科学省

の研究では、この通学距離の範囲においては、気象等に関する考慮要素が比較

的少ない場合、子どものストレスが大幅に増加することは認められていない。
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４ 学校の小規模化による影響

小規模校には小規模校の良さがありますが、その一方で課題もあります。特に複

式学級が生じたり、同級生が数名のみになるなど学級の人数が少なくなれば、集団

教育の良さが活かされにくいなどの問題が生じる恐れがあります。本市ではデメリ

ットを抑え、小規模校のメリットを活かした取組を進めています。

文部科学省が示している小規模校の一般的なメリット・デメリット（一例）

項 目 メリット デメリット

学習面 ・児童生徒の一人一人に目が届きやす

く、きめ細かな指導が行いやすい。

・学校行事や部活動等において、児童生

徒一人一人の個別の活動機会を設定しや

すい。

・意見や感想を発表できる機会が多くな

る。

・地域の協力が得られやすいため、地域

の教育資源を最大限に活かした教育活動

が展開しやすい。

・集団の中で、多様な考え方に触れる

機会や学びあいの機会、切磋琢磨する

機会が少なくなりやすい。

・1学年 1学級の場合、ともに努力し

てよりよい集団をめざす、学級間で互

いに高め合う等の活動がなされにく

い。

・運動会等の学校行事や音楽活動等の

集団教育活動に制約が生じやすい。

・児童生徒数、教職員数が少ないた

め、グループ学習や習熟度別学習、小

学校の専科教員による指導等、多様な

学習・指導形態を取りにくい。

・部活動等の設置が限定され、選択の

幅が狭まりやすい。

生活面 ・児童生徒相互の人間関係が深まりやす

い。

・異学年間の縦の交流が生まれやすい。

・児童生徒の一人一人に目が届きやす

く、きめ細かな指導が行いやすい。

・児童生徒数が少ないからこそ登校でき

る児童生徒がいる。

・クラス替えが困難なこと等から、人

間関係や相互の評価等が固定化しやす

い。

・集団内の男女比に極端な偏りが生じ

やすくなる。

・切磋琢磨する機会等が少なくなりや

すい。

・組織的な体制が組みにくく、指導方

法等に制約が生じやすい。

学校運営 ・全教職員間の意思疎通が図りやすく、

相互の連携が密になりやすい。

・学校が一体となって活動しやすい。

・施設・設備の利用時間等の調整が行い

やすい。

・地域の教育環境などが把握しやすいた

め、保護者や地域と連携した効果的な指

導ができる。

・教職員数が少ないため、経験、教

科、特性等の面でバランスのとれた配

置を行いにくい。

・学年別や教科別の教職員同士で、学

習指導や生徒指導等についての相談・

研究・協力・切磋琢磨等が行いにく

い。

・教員の出張、研修等の調整が難しく

なりやすい。

その他 ・保護者や地域社会との連携が図りやす

い。

・PTA 活動等における保護者一人当た

りの負担が大きくなりやすい。
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相生市の小規模校における取組例

５ 保護者の望む適正規模・適正配置

教育委員会では、今後の学校の在り方について保護者の意向を把握するため、令

和４年６月に市内小中学校の児童生徒・未就学児童の保護者を対象とした「相生市

立小中学校の適正規模・適正配置に関するアンケート」を実施しました。（回答数

1,942 人：80.1％）

◎適正規模・適正配置に関する保護者の意識

問 小学校１クラスあたりの児童数は、何人ぐらいが適正だと思いますか。

問 小学校１学年あたりのクラス数は、どの程度が望ましいと思いますか。

1.2%

1.9%

0.7%

1.2%

1.1%

41.0%

43.9%

31.3%

40.1%

38.2%

56.6%

51.9%

63.2%

55.9%

57.6%

1.2%

0.5%

1.8%

1.2%

1.3%

1.9%

0.7%

1.4%

1.1%

2.2%

0.2%

0.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明

7.6%

8.9%

4.4%

5.0%

5.6%

81.7%

87.4%

84.0%

87.4%

85.7%

8.8%

3.3%

8.7%

6.1%

6.8%

2.0%

0.5%

0.7%

1.2%

1.1%

2.2%

0.3%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 複式でもよい 無回答・不明

・ 市独自で教員を配置することにより複式学級を解消し、個々の学年に応じた教

育課程を編成し教育活動を行っている。

・ 地域の教育力を得ながら、地域の特色を活かした教育を進め、幼小中地域まる

ごとつながりの中の一貫教育を推進している。

・ 対面のほかＩＣＴも活用しながら、年間を通じ、校区の小学校間で交流事業（合

同授業）を行っている。（各教科の学習、自然学校・社会見学の事前事後学習等）

・ 小規模校のメリットを意識した教育内容になるよう、一人ひとりの子どもの個

性や特性に合わせた教育活動を行っている。

・ 全校的な交流機会を増やし、異年齢の子ども同士や子どもと教師の一体感を高

めたり、多様な意見に触れる機会を設けている。
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2.8%

3.7%

2.4%

2.1%

2.5%

65.7%

70.1%

63.0%

67.7%

66.4%

31.1%

25.2%

34.4%

27.5%

29.7%

0.4%

0.9%

0.2%

2.7%

1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 無回答・不明

○小学校１クラスあたりの人数は「30 人程度」が 57.6％と最も高く、小学校１学年

あたりのクラス数では、１学年あたり「2～3クラス」を望まれている方が 85.7％と

最も高い結果となっています。

問 中学校１クラスあたりの生徒数は、何人ぐらいが適正だと思いますか。

問 中学校１学年あたりのクラス数は、どの程度が望ましいと思いますか。

○中学校１クラスあたりの人数は「30 人程度」が 71.0％と最も高く、中学校１学年

あたりのクラス数では、１学年あたり「2～3クラス」を望まれている方が 66.4％と

最も高い結果となっています。

0.6%

0.3%

0.3%

17.5%

26.2%

21.2%

22.3%

21.8%

73.3%

66.4%

72.9%

70.3%

71.0%

8.8%

5.6%

4.8%

4.4%

5.2%

0.4%

0.9%

0.4%

0.5%

0.5%

0.9%

0.2%

2.1%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明
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６ これからの相生市の適正規模・適正配置

（１）適正規模・適正配置の必要性

学校規模は、学習面だけでなく生活面や学校運営面など様々な面で、児童生徒

をはじめとする学校に関わる全ての人に影響を与えます。現在、各学校では、そ

れぞれの規模に応じて、その特性を活かした特色ある様々な教育活動に前向きに

取り組んでいます。

また、学校教育で必要とされることは、児童生徒が集団の中で多様な考えに触

れ、認め合い、切磋琢磨しながら思考力や表現力等を育むことです。保護者アン

ケートの結果を見ると、保護者も同じように望んでいることが分かります。

教育委員会の責務としては、義務教育の公平性・機会均等の観点から、市内の

どの学校であっても、教育水準や教育施設、設備、教員の配置等といった教育条

件の整備、子ども達が豊かな学校生活を送るための教育環境について、公平に提

供するよう努める必要があります。

本市の児童生徒数は、少子化で年々減少している状況にあり、学校規模の小規

模化が進んでいます。そのような中、小規模校では、地域とのつながりを活かし

た教育活動、教職員の目が一人一人の児童生徒に行き届きやすいなどの小規模校

ならではのメリットを活かした教育活動を行っています。さらに、小規模校のデ

メリット解消のため、複式学級の解消やＩＣＴの活用をしながら、年間を通じ、

校区の小学校間で交流事業（合同授業）を行うなど、教育委員会及び各学校で様々

な取組を行っています。

今後、更に小規模化が進んでいくと、各学校の取組だけでは、デメリットを克

服することが難しくなることも予想されます。このことから、様々な課題を整理

しながら地域全体で統合も含めた学校の在り方の検討を行い、教育環境の充実を

図る、適正規模・適正配置を検討する必要性があります。

（２）適正規模・適正配置に関する基本方針

ア 適正規模について

保護者アンケートの結果において、クラス替えがありたくさんの友だちがで

きることを希望するという回答が多く見られました。このことから、国の法令

や手引きを参考に、本市の小学校における「望ましい学校規模」は、クラス替

えを可能とする『１学年に複数学級』としますが、複式学級を有する小学校が

発生していること、今後の児童数の推移及び地域性を考慮し、基本方針として

は『複式学級を有しない６学級以上』とします。

また、中学校における「望ましい学校規模」は、教科担任制であることから、

『１学年に複数学級』としますが、今後の生徒数の推移、地域性及び保護者の

意見を踏まえ、基本方針としては『１学年に１学級以上かつ１学級２０人以上』

とします。
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イ 適正配置について

適正配置を考える上では、校区の広さ、通学路の状況、地域の実情等を総合

的に勘案する必要があります。

（ア）校区の広さ

平成２７年度より幼小中一貫教育を推進しており、『小学校区と中学校区

が同一の校区で効率的に連携できる程度の広さ』を適正配置の基本方針とし

ます。

（イ）通学時間及び通学路

通学時間についてはスクールバス等の活用により手引が定める基準「おお

むね１時間以内」を満たしていることから、今後も国の方針に基づく通学時

間を目安とし、併せて通学上の安全確保にも留意します。

７ 学校の在り方の検討

（１）基本的な考え方

学校規模の適正化や適正配置の具体的検討（以下「「学校の在り方」の検討」と

いう。）については、検討を開始する基準を設定します。しかし、校区や地域ごと

に事情が異なっており、一律に方向性を決めることは妥当でないことから、基本

方針に基づく適正規模等についての検討は、統合の適否ではなく、学校規模を活

かした学校づくりをどう進めていくかという視点に立った「学校の在り方」の検

討に取り組んでいく必要があります。

また、本市では平成２７年度から幼小中一貫教育に取り組んでおり、この効果

には小学校と中学校が連携することが重要となります。小学校区と中学校区が同

一の範囲となることが大切であり、そのためには、まず、小学校から検討を開始

することが必要と考えています。

（２）検討の進め方

検討においては、学校は児童生徒のための教育施設であるため、適正な教育環

境の確保という視点を中心に捉えるべきであります。しかし、地域住民から見た

学校は、地域社会の将来を担う人材を育てる重要な場所であり、地域コミュニテ

ィの核、避難所等安全安心の拠点であることから、「学校の在り方」の検討につい

ては、行政が一方的に進めず、保護者及び地域住民が主体となって参画し、地域

とともにある学校づくりの視点を踏まえて検討を進めることが重要です。
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（３）検討を開始する基準

学校規模が次の基準にあるときに、保護者、地域住民及び教育委員会が当該校

区の「学校の在り方」の検討を開始することとします。ただし、基準の学級数に

は、特別支援学級は含まないものとします。

ア 小学校の基準

１学級から５学級となった学校（複式学級を有する学校）

イ 中学校の基準

３学級かつ全学年 1学級当たり２０人程度未満となった学校

８ 取組の具体的な進め方

教育委員会は、毎年度５月１日の児童生徒数の状況が「検討を開始する基準」に

該当する場合は、当該校を「検討を開始する学校」として指定します。その後、保

護者説明会及び地域住民説明会（以下「地区別説明会」という。）を開催し、地域協

議会において学校の在り方の協議及び検討を進めます。

（１）地区別説明会

本計画の基本方針及び学校規模により生じる教育上の様々な課題の共有を図

るため、保護者説明会を行った上で地域住民説明会を開催します。ただし、地域

協議会において協議が継続している学校については、新たに地区別説明会を開催

しないこととします。

（２）地域協議会

地区別説明会を経た学校については、教育委員会が地域で協議する場（以下「地

域協議会」という。）を設置します。その後、地域協議会において学校の在り方に

ついて協議及び検討を開始することとします。

なお、地域協議会の運営方法等に関しては、地域ごとの実情を考慮し、それぞ

れの地域協議会において定めることとします。

ア 構成

学校の在り方については、保護者や地域住民総意による協議及び検討が必要

であることから、関係者の意見を集約できる校区内の小学校・中学校・就学前

施設の保護者代表、自治会代表、各種地域活動団体代表等で地域協議会を組織

します。

イ 期間

地域協議会は、おおむね１～２年を目途に合意形成を図ることとし、合意形

成後には地域協議会を解散することとします。
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（３）検討する学校の在り方

ア 存続

地域協議会において、当該校区における課題やその改善点を協議しながら、

望ましい学校の在り方を検討した結果として、小規模校での存続となった場合

には、小規模校ならではの良さを活かしながら、特色ある学校づくりを目指す

ことが重要です。存続の場合の一例として、以下の参考に示す取組等を導入す

ることも考えられます。

※参考

小規模特認校制度

少人数の学校で、自然環境の活用や地域住民との交流など、特色ある学校経

営を行い、一定の条件の下で、他の通学区域からの通学を許可する制度が小規

模特認校制度です。少人数の学校へ大規模校区からの通学を認めることにより、

統廃合に拠らない学校規模の適正化を図ろうとする方法で、現在では、全国の

多くの市町村で導入されています。

課題としては、小規模特認校の取組により、通学区域が広範囲となり、児童

の通学上の負担が発生したり、校区外から通学している児童にとっては、自分

の住んでいる地域での関係が希薄になったりすることが考えられます。

コミュニティスクール

学校運営に対して保護者や地域住民が参画し、学校運営協議会を通して教育

に対する課題や目標を共有し、地域と一体となって子どもたちを育む学校づく

りを進める仕組みです。

イ 統合

学校規模を拡大するため統合し、一定規模の児童生徒集団を確保します。

しかし、統合に伴う校区の再編は、そこに通う子どもたちだけでなく、周辺

地域へも大きな影響を与えます。対象学校の児童生徒は新たな環境の変化への

対応を求められるとともに、地域との関係が希薄化することなどがないよう取

組を進めることが重要です。

９ 将来を見据えた取組の推進

地域協議会での合意結果を踏まえ、教育委員会が具体的な学校の在り方を決定

し、学校、保護者、地域住民及び教育委員会が協働して将来を見据えた取組を推

進します。
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１０ 取組状況の検証

教育委員会により具体的な学校の在り方が決定された学校については、計画期

間中は地区別説明会及び地域協議会（以下「地区別説明会等」という。）を開催し

ないこととします。

ただし、「存続」として特色ある学校づくり等の取組を進める中で、学校の在り

方の再検討が必要と認められる場合や地域から申出がある場合は、地区別説明会

等の開催検討を行います。
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学校の在り方検討の流れ（フロー図）

Ⅰ 課題の認識及び共有

Ⅱ 協議及び検討

Ⅲ 学校の在り方の決定

Ⅳ 取組の推進

Ⅴ 取組の検証

地区別説明会

【教育委員会→保護者・地域住民】

地区内での協議・検討

（地域協議会）
【保護者・地域住民】

学校の在り方の決定

【教育委員会】

情報提供等

【教育委員会】

取組の検証

【教育委員会】

・地域協議会を設置し、学校の在り方につ

いて、おおむね１～２年を目途に協議を

行い、合意形成を図る。

・基準該当校区において、教育上の課題を

認識し共有する。

・教育委員会は、情報提供等で参与する。

・地域協議会において合意された結果を

踏まえ、教育委員会が具体的な学校の在

り方を決定する。

取組の推進

【学校・保護者・

地域住民・教育委員会】

・学校、保護者、地域住民及び教育委員会

が協働してⅢで決定された学校の在り方

に基づく取組を推進する。

・教育委員会により具体的な学校の在り

方が決定された学校について、取組状況

を検証します。
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資 料

１ 諮問書（教育委員会より）

２ 相生市学校教育審議会条例

３ 相生市学校教育審議会委員名簿

４ 相生市立学校校区規則

５ 相生市立小中学校適正規模・適正配置に関するアンケート調査結果
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２ 相生市学校教育審議会条例

平成９年３月２８日

条例第２１号

相生市学校教育審議会条例

（設置）

第１条 相生市の教育行政の円滑な運営を図るため、相生市学校教育審議会（以下「審

議会」という。）を置く。

（審議事項）

第２条 審議会は、相生市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、

相生市内の公立幼稚園及び小、中学校の教育の振興に関する重要な事項について調

査、審議する。

（組織）

第３条 審議会は、委員１３人以内をもって組織する。

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。

（１）学識経験者

（２）地域代表者

（３）学校関係者

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱の日から当該諮問に係る答申があった日までとする。

（会長の職務等）

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選により選出する。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委

員がその職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会は、会長が招集する。ただし、全委員委嘱後の最初の審議会は、教育

委員会が招集する。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。

（意見の聴取等）

第７条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求めて、意見

をきき、又は資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第８条 審議会の庶務は、教育委員会事務局管理課において処理する。

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、教育委員

会が別に定める。
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３ 相生市学校教育審議会委員名簿（敬称略、職名等は開催当時）

区 分 役 職 氏 名 職 名 等

学識経験者 会 長 安藤 福光
あんどう よしみつ

兵庫教育大学准教授

地域代表

（８名）

職務代理 山田 勝利
や ま だ かつとし

自治会代表（相生市連合自治会長）

委 員 松下 昌弘
まつした よしひろ

青少年問題協議会代表

委 員 西田 一雄
に し だ か ず お

中学校 PTA 代表

委 員 濱田 洋平
は ま だ ようへい

小学校 PTA 代表

委 員 石野 拓志
い し の た く じ

幼稚園 PTA 代表

委 員 長谷川 純
は せ が わ じゅん

公募委員

委 員 石山 妃佐子
いしやま ひ さ こ

公募委員

委 員 高根 眞智子
た か ね ま ち こ

公募委員

学校関係者

（３名）

委 員 松原 誠
まつばら まこと

中学校代表（矢野川中学校長）

委 員 坂本 浩宣
さかもと ひろのぶ

小学校代表（双葉小学校長）

委 員 森上 美由紀
もりかみ み ゆ き

幼稚園代表（あおば幼稚園長）
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４ 相生市立学校校区規則

中 学 校 小 学 校

那

波

中

学

校

相生小学校区域 相生小学校 相生地区、野瀬、鰯浜、坪根、葛ケ浜

那波小学校区域 那波小学校 龍泉町、那波地区

青葉台小学校区域 青葉台小学校
千尋町、佐方、緑ヶ丘、青葉台、西谷

町、山崎町、若狭野町入野 1257 番地外

双

葉

中

学

校

双葉小学校区域 双葉小学校
汐見台、池の内、双葉、赤坂、向陽台、

古池、那波野

中央小学校区域 中央小学校
陸地区、菅原町、ひかりが丘、山手、旭

地区

矢

野

川

中

学

校

若狭野小学校区域 若狭野小学校 若狭野町(入野 1257 番地外を除く)

矢野小学校区域 矢野小学校 矢野町
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Ⅰ 調査の概要

１ 調査の目的

本調査は、相生市内の保護者に対して小中学校の適正な学校規模や配置について、ご意

見等をうかがうことを目的に実施しました。

２ 調査の設計

（１）調査対象者

ア 市立小中学校児童生徒の保護者

イ 市立幼稚園児の保護者

ウ 就学前児童の保護者

（２）調査方法

無記名による直接記入

（３）調査期間

令和４年６月

３ 回収結果

４ 報告書の見方

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以

下第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢

を選ぶ方式）であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択

肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が

100.0％を超える場合があります。

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の

判別が困難なものです。

●図表中の「Ｎ（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限

定条件に該当する人）を表しています。

●本文中の設問の選択肢について、長い文は簡略化している場合があります。

●設問によっては、結果を詳細に分析するためクロス集計表を掲載しています。

対象者（配布数） 回収数 回収率

市立小学校児童の保護者 ９９４ ９３４ ９４．０％

市立中学校生徒の保護者 ５９９ ５４３ ９０．７％

市立幼稚園児の保護者 ２３０ ２１４ ９３．０％

就学前児童の保護者 ６００ ２５１ ４１．８％

合 計 ２，４２３ １，９４２ ８０．１％

５ 相生市立小中学校の適正規模・適正配置に関するアンケート調査結果
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Ⅱ 調査結果

問１ あなた自身のことについて

問１-１ あなたの年齢はおいくつですか。 全体（Ｎ=1,942）

○「40歳代」が 49.4％と最も高く、次いで「30歳代」が 40.6％、「50 歳代」が 4.9％とな

っています。

問１-２ お住まいの地区はどの小学校区ですか。 全体（Ｎ=1,942）

○「双葉小学校区」が 37.2％と最も高く、次いで「中央小学校区」が 23.8％、「青葉台小学

校区」が 16.4％となっています。

14.3%

11.7%

0.4%

2.4%

4.4%

58.6%

63.1%

19.3%

42.9%

40.6%

22.7%

25.2%

68.3%

51.2%

49.4%

3.2%

11.0%

3.0%

4.9%

1.2%

0.6%

0.3%

0.5%

0.4%

0.2%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 無回答

4.4%

3.1%

2.6%

2.7%

11.6%

16.8%

11.2%

12.5%

12.5%

37.1%

36.4%

33.9%

39.3%

37.2%

3.6%

1.9%

5.7%

4.1%

4.2%

2.8%

4.2%

2.6%

2.8%

2.9%

14.7%

19.2%

18.4%

15.0%

16.4%

24.3%

21.0%

24.9%

23.7%

23.8%

1.6%

0.5%

0.2%

0.1%

0.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

相生小学校区 那波小学校区 双葉小学校区 若狭野小学校区

矢野小学校区 青葉台小学校区 中央小学校区 無回答・不明
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問２ 小・中学生にとって望ましい通学時間と通学方法について

問２-１小学生の片道の通学時間はどのくらいが許容範囲だと思いますか。（1つに〇）

全体（Ｎ=1,942）

○「30 分以内」が 60.6％と最も高く、次いで「15 分以内」が 31.5％となっており、両者で 9割

以上を占めています。

問２-２小学生の通学方法として、どのような方法が望ましいと思いますか。（複数回答可）

全体（Ｎ=1,942）

○「徒歩」が 96.4％と最も高く、次いで「スクールバス」が 33.9％、「保護者送迎」が 8.2%とな

っています。

37.8%

33.2%

29.8%

30.4%

31.5%

57.8%

61.2%

61.0%

60.9%

60.6%

2.8%

5.1%

5.2%

6.9%

5.7%

0.8%

0.9%

0.5%

0.6%

0.8%

0.5%

0.9%

0.9%

0.8%

2.2%

0.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

15分以内 30分以内 45分以内 60分以内 時間は問わない 無回答・不明

0.4%

8.2%

33.9%

3.0%

3.1%

96.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

その他

保護者送迎

スクールバス

公共交通機関

自転車

徒歩
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問２-３中学生の片道の通学時間はどのくらいが許容範囲だと思いますか。（1つに〇）

全体（Ｎ=1,942）

○「30 分以内」が 68.7％と最も高く、次いで「45 分以内」が 13.4％、「15 分以内」が 12.6％と

なっています。

問２-４中学生の通学方法として、どのような方法が望ましいと思いますか。（複数回答可）

全体（Ｎ=1,942）

○「徒歩」が 84.7％と最も高く、次いで「自転車」が 79.4％、「スクールバス」が 26.7％となっ

ています。

12.0%

8.4%

17.1%

11.0%

12.6%

67.3%

75.2%

67.8%

68.2%

68.7%

16.7%

12.6%

12.3%

13.3%

13.4%

2.8%

1.9%

1.8%

2.4%

2.2%

1.2%

0.9%

0.9%

1.9%

1.4%

0.9%

3.2%

1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

15分以内 30分以内 45分以内 60分以内 時間は問わない 無回答・不明

0.6%

5.0%

26.7%

9.1%

79.4%

84.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

保護者送迎

スクールバス

公共交通機関

自転車

徒歩

25



問３ 小・中学校の学校規模について

問３-１ 小学校１クラスあたりの児童数は、何人くらいが適正だと思いますか。（１つに○）

全体（Ｎ=1,934）

○「30 人程度」が 57.6％と最も高く、次いで「20人程度」が 38.2％となっています。

問３-１×小学校区別

○小学校区別にみると、相生小学校区、若狭野小学校区、矢野小学校区では、20 人程度以下が 5

割以上を占め、双葉小学校区では「30 人程度」の割合が全体よりも多くなっています。

1.2%

1.9%

0.7%

1.2%

1.1%

41.0%

43.9%

31.3%

40.1%

38.2%

56.6%

51.9%

63.2%

55.9%

57.6%

1.2%

0.5%

1.8%

1.2%

1.3%

1.9%

0.7%

1.4%

1.1%

2.2%

0.2%

0.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明

7.7%

0.4%

0.3%

2.4%

14.3%

0.6%

0.6%

42.3%

46.5%

28.8%

54.9%

55.4%

42.5%

40.3%

50.0%

49.4%

68.1%

37.8%

26.8%

54.7%

55.4%

1.2%

1.0%

1.2%

1.3%

2.2%

2.1%

1.0%

1.2%

3.6%

0.6%

0.9%

0.4%

0.8%

2.4%

0.3%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小校区

那波小校区

双葉小校区

若狭野小校区

矢野小校区

青葉台小校区

中央小校区

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明
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問３-２ 小学校 1学年あたりのクラス数は、どの程度が望ましいと思いますか。（１つに○）

全体（Ｎ=1,942）

○「2～3クラス」が 85.7％と最も高く、次いで「4クラス以上」が 6.8％となっています。

問３-２×小学校区別

○小学校区別にみると、現在１学年あたり１クラスの相生小校区、那波小校区、若狭野小校区、

矢野小校区では、「１クラス」の割合が他校よりも高くなっている。

7.6%

8.9%

4.4%

5.0%

5.6%

81.7%

87.4%

84.0%

87.4%

85.7%

8.8%

3.3%

8.7%

6.1%

6.8%

2.0%

0.5%

0.7%

1.2%

1.1%

2.2%

0.3%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 複式でもよい 無回答・不明

13.5%

16.5%

1.0%

11.0%

25.0%

6.3%

2.6%

84.6%

78.2%

86.8%

79.3%

66.1%

88.1%

90.3%

1.9%

2.9%

10.2%

3.7%

5.4%

4.4%

6.3%

1.6%

1.2%
3.7%

1.8%

0.9%

0.2%

0.8%

0.7%

2.4%

1.8%

0.3%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小校区

那波小校区

双葉小校区

若狭野小校区

矢野小校区

青葉台小校区

中央小校区

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 複式でもよい 無回答・不明
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問３-３ 問３-２の回答をされた理由として、あなたの考えに近いものを３つまでお選びく

ださい。

【上記表中①～⑩】

① 一人一人に目が行き届き、丁寧な指導が期待できる

② クラス替えがあり、たくさんの友達ができる

③ さまざまな個性を持つ友達と触れ合い、互いに切磋琢磨できる

④ ゆとりのある教育が受けられる

⑤ 協調性を養う機会に恵まれる

⑥ 学校全体に活気があり、学校行事が盛大にできる

⑦ 学校行事での活躍の場が増える

⑧ 同じ児童とずっと同じクラスで過ごせ、互いに親密になれる

⑨ 学年を越えた友達ができやすい

⑩ その他

〇 １クラスを回答した理由では、「一人一人に目が行き届き、丁寧な指導が期待できる」

が 75.9％と最も高くなっています。

２～３クラスを回答した理由では、「クラス替えがあり、たくさんの友達ができる」が

69.0％と最も高くなっています。

４クラス以上を回答した理由では、「さまざまな個性を持つ友達と触れ合い、互いに切

磋琢磨できる」が 62.4％と最も高くなっています。

複式でもよいを回答した理由では、「学年を越えた友達ができやすい」が 71.4％と最も

高くなっています。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

全体

N=1,927

923 1,226 1,114 277 597 615 108 65 118 32

48.1% 63.9% 58.1% 14.4% 31.1% 32.0% 5.6% 3.4% 6.1% 1.7%

1 クラス

N=109

82 8 14 36 8 6 13 46 42 1

75.9% 7.4% 13.0% 33.3% 7.4% 5.6% 12.0% 42.6% 38.9% 0.9%

2～3 クラス

N=1,664

779 1,143 1,010 209 537 554 89 16 61 25

47.0% 69.0% 61.0% 12.6% 32.4% 33.4% 5.4% 1.0% 3.7% 1.5%

4 クラス以上

N=133

54 74 83 28 43 52 4 2 0 5

40.6% 55.6% 62.4% 21.1% 32.3% 39.1% 3.0% 1.5% 0.0% 3.8%

複式でもよい

N=21

8 1 7 4 9 3 2 1 15 1

38.1% 4.8% 33.3% 19.0% 42.9% 14.3% 9.5% 4.8% 71.4% 4.8%
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問３-４ 中学校１クラスあたりの生徒数は、何人くらいが適正だと思いますか。（１つに○）

全体（Ｎ=1,942）

○「30 人程度」が 71.0％と最も高く、次いで「20人程度」が 21.8％となっています。

問３-４×小学校区別

○ 小学校区別にみると、相生小校区、若狭野小校区、矢野小校区では、「20人程度」以下の割合

が３割を超えています。

0.6%

0.3%

0.3%

17.5%

26.2%

21.2%

22.3%

21.8%

73.3%

66.4%

72.9%

70.3%

71.0%

8.8%

5.6%

4.8%

4.4%

5.2%

0.4%

0.9%

0.4%

0.5%

0.5%

0.9%

0.2%

2.1%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明

1.2%

1.8%

0.9%

36.5%

18.5%

17.6%

37.8%

57.1%

23.3%

20.3%

63.5%

75.7%

75.3%

52.4%

41.1%

69.5%

70.8%

2.9%

5.7%

1.2%

5.7%

7.1%

1.6%

0.4%

1.2%

0.3%

0.2%

1.2%

1.0%

6.1%

1.3%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小学校

那波小学校

双葉小学校

若狭野小学校

矢野小学校

青葉台小学校

中央小学校

10人程度 20人程度 30人程度 40人程度 その他 無回答・不明
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問３-５ 中学校 1学年あたりのクラス数は、どの程度が望ましいと思いますか。（１つに○）

全体（Ｎ=1,942）

○「2～3クラス」が 66.4％と最も高く、次いで「4クラス以上」が 29.7％となっています。

問３-５×小学校区別

○小学校区別においても、現在１学年あたり１クラスの相生小校区、那波小校区、若狭野小校区、

矢野小校区では、「１クラス」の割合が他校よりも高くなっている。

2.8%

3.7%

2.4%

2.1%

2.5%

65.7%

70.1%

63.0%

67.7%

66.4%

31.1%

25.2%

34.4%

27.5%

29.7%

0.4%

0.9%

0.2%

2.7%

1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 無回答・不明

5.8%

2.9%

1.4%

8.5%

7.1%

1.9%

2.4%

86.5%

79.8%

57.6%

78.0%

76.8%

84.6%

55.0%

7.7%

16.0%

39.9%

7.3%

14.3%

12.3%

41.1%

1.2%

1.1%

6.1%

1.8%

1.3%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小学校

那波小学校

双葉小学校

若狭野小学校

矢野小学校

青葉台小学校

中央小学校

1クラス 2～3クラス 4クラス以上 無回答・不明
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問３-６ 問３-５で選んだ項目について、そう思われる理由は何ですか。あなたの考えに近

いものを３つまでお選びください。

【上記表中①～⑪】

① 一人一人に目が行き届き、丁寧な指導が期待できる

② クラス替えがあり、たくさんの友達ができる

③ 社会性や協調性を養う機会に恵まれる

④ 学校全体に活気があり、学校行事が盛大にできる

⑤ ゆとりのある教育が受けられる

⑥ 部活動等の選択の幅が広がる

⑦ 学校行事での活躍の場が増える

⑧ 専門教科の先生の人数が多い

⑨ 同じ生徒とずっと同じクラスで過ごせ、互いに親密になれる

⑩ 学年を越えた友達ができやすい

⑪ その他

〇 １クラスを回答した理由では、「一人一人に目が行き届き、丁寧な指導が期待できる」

が 78.7％と最も高くなっています。

２～３クラスを回答した理由では、「クラス替えがあり、たくさんの友達ができる」が

62.5％と最も高くなっています。

４クラス以上を回答した理由では、「クラス替えがあり、たくさんの友達ができる」が

59.0％と最も高くなっています。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

全体

N=1,913

797 1149 1024 641 274 650 167 172 26 33 27

41.8% 60.3% 53.8% 33.6% 14.4% 34.1% 8.8% 9.0% 1.4% 1.7% 1.4%

1 クラス

N=48

37 8 9 4 17 3 8 2 12 5 0

78.7% 17.0% 19.1% 8.5% 36.2% 6.4% 17.0% 4.3% 25.5% 10.6% 0.0%

2～3 クラス

N=1,289

567 801 707 398 185 416 115 103 13 20 16

44.2% 62.5% 55.1% 31.0% 14.4% 32.4% 9.0% 8.0% 1.0% 1.6% 1.2%

4 クラス以上

N=576

193 340 308 239 72 231 44 67 1 8 11

33.5% 59.0% 53.5% 41.5% 12.5% 40.1% 7.6% 11.6% 0.2% 1.4% 1.9%
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問４ 小・中学校の再編について

問４-１ 少子化の影響を受けて、市内の児童数が減少していますが、小学校に対する適正配

置（学校統合など）における今後の対応について、あなたの考えに最も近いものを

１つお選びください。

全体（Ｎ=1,942）

○「現行のままの学校配置が良い」が 21.8%、「統合すべき」が 21.2%となっており、「現行の

学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」が 55.1%と最も高くなっている。

問４-１ 小学校区別クロス集計

○ 全小学校区で「現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」が最も高い

割合となっています。

18.7%

20.6%

20.1%

24.0%

21.8%

55.8%

58.9%

54.9%

54.3%

55.1%

23.9%

20.1%

21.2%

20.7%

21.2%

1.6%

0.5%

1.1%

0.9%

1.0%

2.8%

0.2%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

児童数が減少しても、現行のままの学校配置で良い

現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない

小規模校等を対象に、統合すべきである

その他

無回答・不明

25.0%

16.0%

25.9%

7.3%

26.8%

25.2%

18.0%

38.5%

61.3%

53.9%

54.9%

42.9%

59.1%

54.5%

36.5%

21.0%

17.7%

35.4%

28.6%

14.8%

26.0%

1.2%

1.2%

1.2%

1.8%

0.3%

0.9%

0.4%

1.2%

1.2%

0.6%

0.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小学校

那波小学校

双葉小学校

若狭野小学校

矢野小学校

青葉台小学校

中央小学校

児童数が減少しても、現行のままの学校配置で良い

現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない

小規模校等を対象に、統合すべきである

その他

無回答・不明
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問４-２ 問４-１で「１．児童数が減少しても、現行のままの学校配置で良い」を選んだ理

由として、あなたの考えに近いものを１つお選びください。

全体（Ｎ=424）

○「小学校は地域の拠点である」と回答したのが 33.3%と最も高く、次いで「小規模ならではの長

所を生かした教育を第一に検討すべき」が 18.6%、「地域と近く、地域の人材や自然・歴史を生

かした教育活動ができる」が 17.0%となっています。

問４-３ 問４-１で「２．現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」「３.

小規模校等を対象に、統合すべきである」を選んだ理由について、あなたの考えに近

いものを１つお選びください。

全体（Ｎ=1,482）

○「良好な教育環境の整備を図るためには、ある程度の学校規模が必要」が 46.2%と最も高く、次

いで「多くの友達や教員の多様な意見や考えに触れることができる」が 32.8%、「運動会や音楽

会等の集団教育活動に活気が生まれる」が 7.6%となっています。

31.9%

36.4%

37.6%

30.8%

33.3%

23.4%

11.4%

15.6%

17.4%

17.0%

6.4%

9.1%

5.5%

8.9%

7.8%

8.5%

9.1%

12.8%

13.8%

12.5%

4.3%

9.1%

0.9%

6.3%

5.0%

17.0%

25.0%

20.2%

17.0%

18.6%

2.1%

0.9%

0.7%

6.4%

0.0%

5.5%

4.5%

4.5%

1.8%

0.4%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

小学校は地域の拠点となる施設であり、小学校がまちづくりに果たしてきた役割を大切にすべき
地域と近く、地域の人材や自然・歴史を生かした教育活動ができる
地域から学校がなくなるのは寂しい
今の教育環境を大切にすべき
子どもたちに地域の愛着を持たせるべき
小規模ならではの長所を生かした教育を第一に検討すべき
地域に子どもの姿が見えなくなるのは寂しい
その他
無回答・不明

47.5%

50.9%

43.1%

46.4%

46.2%

27.5%

28.4%

34.9%

34.1%

32.8%

8.0%

8.3%

7.0%

7.6%

7.6%

8.5%

7.7%

6.3%

5.9%

6.5%

1.5%

0.6%

0.2%

1.1%0.9%

7.0%

4.1%

8.5%

4.9%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

良好な教育環境の整備を図るためには、ある程度の学校規模が必要
多くの友達や教員の多様な意見や考えに触れることができる
運動会や音楽会等の集団教育活動に活気が生まれる
進学・就学等の際に人数のギャップによる不安感が少なくなる
その他
無回答・不明
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問４-４ 少子化の影響を受けて、市内の生徒数が減少していますが、中学校に対する適正配

置（学校統合など）における今後の対応について、あなたの考えに最も近いものを１

つお選びください。

全体（Ｎ=1,942）

○「現行のままの学校配置が良い」が 23.3%、「統合すべき」が 18.3%となっており、「現行の

学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」が 55.8%と最も高くなっている。

問４-４ 小学校区別クロス集計

○ 全小学校区で「現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」が最も高い

割合となっています。

20.7%

21.0%

22.7%

24.9%

23.3%

55.4%

60.3%

55.6%

54.9%

55.8%

22.7%

17.3%

19.3%

16.7%

18.3%

1.2%

0.5%

1.3%

0.7%

0.9%

0.9%

1.1%

2.7%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

生徒数が減少しても、現行のままの学校配置で良い

現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない

小規模校等を対象に、統合すべきである

その他

無回答・不明

21.2%

18.9%

27.0%

8.5%

23.2%

22.6%

23.4%

48.1%

60.9%

54.8%

53.7%

41.1%

63.2%

52.4%

28.8%

18.1%

15.4%

29.3%

32.1%

12.3%

22.3%

0.8%

1.2%

1.2%

3.6%

0.3%

0.6%

1.9%

1.2%

1.5%

7.3%

1.6%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相生小学校

那波小学校

双葉小学校

若狭野小学校

矢野小学校

青葉台小学校

中央小学校

生徒数が減少しても、現行のままの学校配置で良い

現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない

小規模校等を対象に、統合すべきである

その他

無回答・不明
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問４-５ 問４-４で「１．生徒数が減少しても、現行のままの学校配置で良い」を選んだ理

由として、あなたの考えに近いものを１つお選びください。

全体（Ｎ=453）

○「中学校は地域の拠点である」と回答したのが 35.5%と最も高く、次いで「小規模ならではの長

所を生かした教育を第一に検討すべき」が 16.8%、「今の教育環境を大切にすべき」が 15.9%と

なっています。

問４-６ 問４-４で「２．現行の学校配置が望ましいが、統合することもやむを得ない」「３．

小規模校等を対象に、統合すべきである」を選んだ理由について、あなたの考えに近

いものを１つお選びください。

全体（Ｎ=1,438）

○「良好な教育環境の整備を図るためには、ある程度の学校規模が必要」が 42.8%と最も高く、次

いで「多くの友達や教員の多様な意見や考えに触れることができる」が 29.1%、「部活動の選択

の幅が広がる」が 11.0%となっています。

36.5%

28.9%

37.4%

35.6%

35.5%

17.3%

15.6%

11.4%

13.7%

13.7%

5.8%

8.9%

4.9%

5.6%

5.7%

15.4%

13.3%

16.3%

16.3%

15.9%

4.4%

4.1%

5.2%

4.2%

15.4%

26.7%

17.9%

14.6%

16.8%

1.3%

0.7%

9.6%

6.5%

6.4%

6.2%

2.2%

1.6%

1.3%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

中学校は地域の拠点となる施設であり、小学校がまちづくりに果たしてきた役割を大切にすべき
地域と近く、地域の人材や自然・歴史を生かした教育活動ができる
地域から学校がなくなるのは寂しい
今の教育環境を大切にすべき
子どもたちに地域の愛着を持たせるべき
小規模ならではの長所を生かした教育を第一に検討すべき
地域に子どもの姿が見えなくなるのは寂しい
その他
無回答・不明

37.8%

48.8%

40.5%

44.1%

42.8%

33.2%

27.1%

30.2%

27.7%

29.1%

5.1%

4.8%

4.4%

3.4%

4.1%

9.7%

9.6%

11.3%

11.5%

11.0%

5.1%

5.4%

7.4%

7.6%

7.0%

2.0%

0.6%

0.7%

0.7%

7.1%

3.6%

6.1%

4.9%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

良好な教育環境の整備を図るためには、ある程度の学校規模が必要
多くの友達や教員の多様な意見や考えに触れることができる
運動会や音楽会等の集団教育活動に活気が生まれる
部活動等の選択の幅が広がる
進学・就学等の際に人数のギャップによる不安感が少なくなる
その他
無回答・不明
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問５ 配慮すべき事項について

問５-１ 小・中学校の再編にあたり、どのような点に配慮すべきと思われますか。あなたの

考えに近いものを３つまでお選びください。

全体（Ｎ=1,942）

○「子どもたちの通学と安全確保」が 91.3%と最も高く、次いで「子どもの人間関係づくりや心身

の負担軽減」が 63.1%、「通学する子どもの数、学級数」が 27.0%、「保護者・地域住民等関係者

との十分な協議」が 21.4%となっています。

問６ 市立幼稚園の在り方について

問６－１ 人口減少の影響を受けて、市内の就学前児童数が減少していますが、市立幼稚園

に対する今後の対応について、あなたの考えに最も近いものを１つお選びください。

全体（Ｎ=1,942）

○「就学前児童用施設（幼稚園、保育所等）全体で検討すべき」が 39.6%と最も高く、次いで

「現行の配置が望ましいが、市立幼稚園同士で統合することもやむを得ない」が 38.4%、

「現行のままの配置が良い」が 19.4%となっている。

0.8%

14.0%

6.5%

19.9%

18.7%

21.4%

27.0%

63.1%

91.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

学校が空き施設になった場合の有効活用策

避難所機能の充実

再編する学校の子どもたち同士の事前交流

9年間を見通した小中一貫教育の実施

保護者・地域住民等関係者との十分な協議

通学する子どもの数、学級数

子どもの人間関係づくりや心身の負担軽減

子どもたちの通学（時間・距離・方法）と安全確保

20.3%

29.4%

16.8%

18.3%

19.4%

31.1%

34.6%

40.0%

40.3%

38.4%

45.4%

36.0%

40.5%

38.4%

39.6%

2.0%

0.7%

1.2%

1.0%

1.2%

2.0%

1.8%

1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

未就学

幼稚園

中学校

小学校

全体

園児数が減少しても、現行のままの配置で良い

現行の配置が望ましいが、市立幼稚園同士で統合することもやむを得ない

就学前児童用施設（幼稚園、保育所等）全体で検討すべきである

その他

無回答・不明
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